
Vol.17運輸総研だより

　　1	 �自動運転バスを、当たり前に� 	
� 清水 一郎　伊予鉄グループ 社長　日本バス協会 会長

視　　座

　46	 �第3回日越観光・人的交流イベント		
観光分野に創造的付加価値を―地域の持続可能な未来に向けて

　51	 �第96回運輸政策セミナー 交通サイバーセキュリティⅩⅠⅠⅠ	 	
～鉄道分野におけるサイバー攻撃対策と事業継続の取り組み～

　56	 �【タイ】2024年度 東南アジア・南アジアにおける持続可能な観光の実現に向けた調査

　60	 �【インドネシア】改良が進むジャカルタの通勤電車「KRLコミューターライン」

　65	 2025年度の研究調査テーマの概況

　71	 ベトナム文化芸術スポーツ観光研究所と観光分野の研究活動の連携・協力に関する覚書を締結

　71	 国際高速鉄道協会と連携・協力に関する覚書を締結

　72	 「宿泊業における生産性向上」に関する勉強会

　73	 宿利会長のインド訪問、宿利会長・奥田専務のワシントンD.C.訪問　ほか

　83	 第28回日中運輸経済技術交流会議の開催

　86	 IHRA国際フォーラム2025への参加

　87	 �世界海洋フォーラム（World Ocean Forum）2025への参加

　88	 第72回土木計画学研究発表会・秋大会への参加

　92	 第20回日韓JTTRI/KOTIジョイントセミナーの開催

　96	 宿利会長の日印フォーラム（India Japan Forum）2025での講演

　98	 �第84回日本交通学会研究報告会への参加

　98	 群馬大学次世代モビリティオープンイノベーション協議会研究会への参加

　99	 AI活用に関するマレーシア訪日団との交流

　99	 Techno-Ocean 2025への参加

100	

106	

107	 当研究所のご紹介

108	 機関誌「運輸政策研究」投稿区分変更のご案内

109	 賛助会員へのお誘い

シンポジウム・セミナー	

	

レポート
海外現地調査

研究調査

海外の要人等との直接対話
国際会議・学会等

運輸総研の現場から
メディア掲載情報

お知らせ

　　2	 ワシントン国際問題研究所（JITTI USA）の研究調査活動
	 　　4	�� ワシントン国際問題研究所事務所紹介
	 　　6	� 1  �日米国際交流シンポジウム2025 ～多層的な交流で築く、信頼と共創の日米パートナーシップ～
	 　15	� 2  �米国の海事産業再興に向けた一連の動きについて（通商法301条措置の適用及びその他の動向）

	 　19	� 3  �IMOネットゼロフレームワークに対する米国の対応とその背景について
	 　24	� 4  �第164回運輸政策コロキウム ～ワシントン・レポートXXII～	 

米国における「空飛ぶクルマ」に関する政策の最新動向2025 ―取り組みの進展と今後の展望―
	 　29	� 5  �2025 Drone and AAM Policy Symposium参加報告
	 　32	� 6  �米国における航空・空港分野の脱炭素化政策に関する動向について
	 　39	� 7  �APTA Rail Conference参加報告

特　　集

　42	 �地域観光産業の基盤強化・事業革新に関する提言（2023年（令和５年）７月）に基づく
「観光バリューチェーンにおける交通のあり方検討委員会」とりまとめ

提　　言




